
これからの地域医療を担う地方病院の在り方

～三位一体改革と地域医療連携推進法人～

衣笠病院グループ
相談役 武藤正樹



社会福祉法人日本医療伝道会 衣笠病院グループ

衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】
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パート１
新型コロナと

三位一体改革の行方
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新型コロナを契機に
三位一体改革を推進すべき

社会保障審議会・医療部会（2020年8月24日）
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三位一体改革
その①「地域医療構想」

千葉県地域医療構想調整会議 7
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「第21回医療計画の見直し検討会」
（座長 学習院大学経済学部教授 遠藤久夫）

2020年10月1日

新型コロナ感染症を踏
まえた医療提供体制の

在り方
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新型コロナ対応の
３つの医療提供体制課題

（ア）医療計画における課題

感染症法に基づく予防計画の検証

（イ）地域医療構想における課題

公立・公的440病院リストの見直し

（ウ）外来医療計画における課題
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「第21回医療計画の見直し検討会」 2020年10月1日



（ア）医療計画における課題

感染症法に基づく予防計画との関係
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医療計画見直し検討会
（2020年11月19日）

新興再興感染症を医療
計画の６事業目に追加
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新興再興感染症の
感染拡大時の医療

6事業
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2020年は6年計画となった第7次医療計画見直しの中間年

見直し
中間年
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（イ）地域医療構想
における課題

公立公的再編統合424病院リスト
はどうなる？
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公立・公的
４２４病院再編リスト

地地域医療構想ワーキンググループで公表

（２０１９年９月２６日）
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地域医療構想の
公立・公的病院版
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４２４病院
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424施設から7施設を外し、20
施設を加えて440施設となった

入力漏れは我々の
ミスであり、深く
反省したい。

厚労省医政局地域医療計画課長の鈴木健彦氏（1月17日） 21



新型コロナで
440病院リスト見直し

•当初、424病院リストの検証期限については、機能の見直しにつ
いては2019年度中に、再編統合については2020年秋までに行うこ
ととしていた

•厚労省は、2020年3月4日の通知

•「今回の新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から『改めて整理する』」として、事実上の「期
限延長」を決めた

•このため新型コロナ感染拡大を受けて、今回の424病院リ
ストでもその感染症病床については再考が必要

•全国の感染症病床の9割は公立・公的病院によって占
められ、424病院の内、24病院が感染症指定病院だか
らだ。
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（ウ）外来医療計画の課題

外来版地域医療構想
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2017年度

42兆円



医療資源を
重点的に活
用する外来





大病院ほど医療資
源を重点的に活用
する外来割合高い
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三位一体改革
その２ 働き方改革

医師の働き方改革
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医師の働き方改革
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医師働き方改革推進検討会1 201118



水準A

水準B

暫定特例水準
2035年度末までに解消

2023年度末までに
解消

2024年度以降適用される
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2019年度勤務医不足と医師の働き方に関するアンケート調査（日本病院会 2019年10月）33



三位一体改革
その３ 医師偏在対策

医師も東京一極集中 34



第28回医療従事者の需給に関する検討会
医師需給分科会（2019年2月18日）
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医師偏在指標

これまで長らく

「人口10万人対医師数」が指標として

用いられてきた
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日本の総医師数は、2010年の27.1万人→2035年の39.7万人と46%増加する。
60歳以下の医師数は 21.6万人から25.5万人の18%増加にとどまる
60歳以上の医師数は5.5万人（医師全体の20%）から14.1万人（同36%）へ増加

高齢男性
医師の増加

高齢女医
の増加
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都道府県順
位が入れ替
わる

北海道
島根

長野

滋賀 神奈川
沖縄

旧指標

新指標 福岡

東京
愛知
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二次医療圏別医師偏在指標

1位東京都
区中央部
759.7

第335位
秋田県
北秋田
69.6

区中央部と北秋田で
10倍の格差！
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外来医師の偏在対策
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1位

335位 44



外来医療計画ともあわせて
外来医師の偏在是正を行う
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三位一体改革の工程表

①地域医療構想（医療計画）

②医師偏在対策（医師確保計画）

③働き方改革
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三位一体改革の工程表

医
師
偏
在

働
き
方
改
革

2040年を目指し
2036年が目標達成年
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パート２
三位一体改革と

地域医療連携推進法人



三位一体改革の切り札 地域医療連携推進法人

共同購買
GPO

医療情報ネッ
トワーク

今後

地域医療連携推
進法人

地域医療連携推進法人
〇救急に関する医療人材の集約
化で働き方改革に貢献
〇構想区域内での病床機能分化
で地域医療構想に貢献
〇都市部からの医師招聘で三位
一体改革に貢献。



地域医療連携推進法人
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全国26法人

地域連携から地域統合へ



2013年12月



一般社団法人



地域医療連携推進法人 日本海ヘルスケアネット
2018年1月

栗谷理事長







広島県の中山間
地域の医師不足

解消が
法人設立の動機





備北メディカルネットワーク

合計
855床



地域医療連携推進法人は
結婚以下、同棲以上

地域医療
連携推進
法人

結婚にはお金がかかる 同棲だとすぐ別れる



2040年
地方は地域連携推進法人

だらけ・・・

61



パート３
総合診療医への期待
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かかりつけ総合医の実現を

日本プライマリ・ケア連合学会理事長 草場鉄周先生

10月11日、財政
制度等審議会・
財政制度分科会
の有識者ヒアリ
ングで「かかり
つけ総合医」制
度を提案した。







改めてかかりつけ医機能を
再定義する必要がある

• 1985年「家庭医に関する懇談会」の失敗
•（1987年、89年に米国ニューヨーク州立大
学の家庭医学科に留学）

•日本医師会が家庭医に大反対、かかりつけ
医を主導

• 2004年 新医師臨床研修制度
•各診療科のローテーション

• 2018年 新専門医制度
• 19番目の基本領域に「総合診療専門医」が
位置付けられた
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2018年厚生労働科学特別研究事業

「総合診療が地域医療における
専門医や他職種連携等に与える効果に

ついての研究」

研究代表者

前野哲博、筑波大学医学医療系/同付属病院総合
診療科教授
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事例①過疎地域の公立病院の
地域医療再編への貢献

• 奈良県南和医療圏にある３つの公
立病院、県立五條病院（160床）、
町立大淀病院（155床）、国保吉野
病院（98床）が、2016年4月から地
域再編する過程の中で総合診療医が
果たした事例。

• 県立五條病院で2013年、従来の内
科の枠組みを改変して、へき地医療
で豊富な経験を持つ医師3名とレジ
デント4名で総合診療を実践する総
合内科を立ち上げた。

• これにより救急車受け入れ台数は立
ち上げ前の2012年（平成24年）と比
べて47％、1503件とV字回復をした
（図表１）

• 地域のニーズをくみ上げた総合内科
の取り組みで病院も活性化し、公的
病院の地域医療再編への地ならしと
なった。
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総合内科立ち上
げで救急車受け
入れ台数V字回復



事例②急性期病院の在院日数短縮

• 京都府福知山市にある市立福知山市民病院（354床）は、2008年より総
合内科を発足させた。

• 総合内科の発足する前は、同院では呼吸器内科、神経内科、糖尿病内科
は非常勤体制であった。このため常勤医不在の診療科の入院患者は非専
門の他科の医師が対応していた。

•総合内科の発足以後はこれらの非常勤科の入院患者を総合内科の医師が
診療することで、入院期間が減少した。

•肺炎ではそれまでの21.6日から16.0日へ、脳梗塞では24.2日が19.9日に
減少した。

•整形外科の高齢入院患者に対して総合内科が内服薬の調整・整理、合併
症・既存症の治療に介入したところ、整形外科の入院期間が49.3日から
35.6日と大幅に減少した。
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事例③中規模病院の収支改善

• 高知県安芸市のあき総合病院（270
床）に2014年に総合診療医が着任

• 総合診療医は、いわゆる「なんでも屋」
として外来や、救急外来、当直、入院患
者の診療を担当した。

• この結果、総合診療科の入院患者数は当
初の年間300人から500人まで増えた。

• 総合診療医は臓器別専門医が苦手とする
脱水や発熱、誤嚥性肺炎、関節痛で動け
なくなった高齢者、尿路感染、心不全、
あるいは診断に苦慮する病状に対する診
療を積極的に行った。

• また総合診療医が司会で行う毎朝の入院
患者ミーテイングは学生や研修医に好評
だ。

• こうして2012年の総合診療医の赴任後、
救急搬入症例の増加、研修医を含む若手
医師数の増加により、2013年（平成25
年）より病院の収支が黒字化した（図表
２）。
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総合診療医
で黒字化



事例④小規模病院の経営改善事例

• 福岡県飯塚市の頴田（かきた）町立病
院（96床）は2007年に経営不振と常勤医
の退職により、同市内の麻生グループの
医療法人に経営移譲することとなった。

• 移譲後は麻生グループの飯塚病院（1048
床）の総合診療科から総合内科の経験を
積んだ医師数名が交代で頴田病院に派遣
されることとなった

• また頴田病院では、飯塚病院と関係のあ
る米国のピッツバーグ大学メデイカルセ
ンターの家庭医療学部から指導医を招い
て専攻医の教育に当たることになった

• この結果、2018年までに10名の日本プラ
イマリ・ケア連合学会の家庭医療専門医
が育ち、九州における最大規模の総合診
療医の養成プログラムにまで成長した。

• またこうした教育プログラムのおかげ
で頴田病院には医師も集まるようになっ
た。その数も2008年の3名から2017年に
は14名となり、総収入も2008年の5.8億
円から2016年は21.6億円となり黒字化し
た。。
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米国の家庭
医指導医を
招聘して黒
字化



今日のまとめ

・新型コロナで医療提供体制の弱点が露呈

・三位一体改革のさらなる推進が必要

・外来機能分化がこれからの課題

・地域連携推進法人が三位一体改革の解決策
地域連携から地域統合へ

・総合診療医の採用と育成が病院経営の決め手



新型コロナで医療が変わる

• 新型コロナと病院経営危機

• オンライン診療

• デジタルヘルス

• 424病院再編統合リスト

• 働き方改革

• 認知症施策

• 医療と介護の連携とICT

• 医療の国際化

日本医学出版より
8月発刊！
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医療介護の岩盤規制をぶっとばせ！
コロナ渦中の規制改革推進会議、2年間の記録

• 武藤正樹著 医療介護の岩盤規制を
ぶっとばせ！

• 第１章
• コロナと医療提供体制

• 第２章
• 規制改革会議と医療DX

• 第3章
• 規制改革会議と科学的介護

• 第４章
• 規制改革会議と医薬品・医療機器

• 第5章
• 2025年問題へ向けての改革トピック
ス

• 篠原出版新社

• 8月11日緊急出版

• B5版 120ページ

• 定価 1800円



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください
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